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Abstract

In１９３８ theHanshinregionwasvisitedbyamostdisastrousflood.Thisishistory
analysisbasedonadescriptionoftheMotoyama-muraFloodDisasterRecord.The
purposeofthisstudyistoexaminewhatkindofactionpeopleofMotoyama-mura
tookinanintervalbeforethisdisasterrecovery.Theplanofthepaperisasfollows:
SectionIIgivesanoutlineofthedisasterinMotoyama-mura.SectionIIIdescribeshow
villagerstackledmanyproblemsinfaceofcrisis.Thevillageofficesheadquarters
performedthedecision-makingaboutcorrespondencetothedisaster.Memberofthe
villagecouncilofthedistrictwhichtherewaslittleofthedamagejoinedamemberof
theoriginalvillageofficesheadquartersonthenextdayofthedisaster.Theheadof
communityplayedakeyroleandperformedthecorrespondencetothedisasterintheir
district.Mostofevacueesshelteredinthegeneralhousewhichavoidedthedamage.
SectionIVdiscussestherelationbetweenvolunteerlaborandvillagers.Thesituationof
thedamagewasreportedbyanewspaper,andalargenumberofvolunteerlabor
visited Motoyama-mura.Thevillageofficesheadquartersadjusted awork areaof
volunteerlaborsothatprofitofcountrywasnotlost.Thevillageofferedthelodgings
andamealtothevolunteerlaborwhoparticipatedfrom adistantplace.Womenofa
villageperformedthecareofavolunteerlabor.SectionVistheconclusion.
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１．はじめに
１．１ 本研究の目的
本稿は，昭和１３（１９３８）年「阪神大水害」によっ

て激甚な被害にさらされた旧兵庫県武庫郡本山村
（以下，本山村）を対象に，災害発生直後より本山
村が直面した状況とそれらに対する諸対応，とり
わけ同村の社会基盤の復旧において最大の課題で
あった土砂・流木の撤去作業に対する支援活動に
ついて明らかにすることを目的とする。

１．２ 研究の方法
本研究は『本山村水禍録』１）という史料にもとづく

歴史分析である。ここで言う歴史分析とは，即時
的な視点で書かれた史料を読み解き，そこから当
時の社会における現象を現代人の視点で解釈し，
再構成し，論点を見いだして考察するという一連
の作業を指す。したがって本稿の大半はテキスト
の要約が中心とならざるを得ないが，この要約と
いう作業そのものが分析者による現代的視点から
の解釈によってなされ，そこで再構成された世界
から独自の論点を導き，考察をなすものある。
『本山村水禍録』は，この災害発生を記念して

「将来における水禍防止の一助」とするために企画
され，同村書記・山本要太郎の手によって編纂さ
れた「災害誌」である。村の企画によるため，当
然その内容は村当局に不利となるようなものは避
けるといった内容の偏りがあると思われるし，当
時の時勢を考えれば，記録の全てを開示する自由
はなかったであろう。しかし，その問題を差し引
いても，編者は人々が村をあげてこの困難に立ち
向かった現場にまさにいあわせた人物であり，彼
自身，この災害の被災者であったわけで，当時の
人々がどのように考え，どのように行動したのか
を知るうえで，この史料の価値は高い。このよう
な「阪神大水害」に関する「災害誌」としては，
本山村の他に，兵庫県２），神戸市３，４），神戸市神戸
区５），神戸市湊区６），武庫郡住吉村７），神戸市灘区
篠原町会８）のものが現在確認できる。これらの中
からまず本山村のものを取り上げた理由は，この
村が最も激しい被害をもたらした住吉川の流域に
あり，同じ流域にある住吉村の史料に比べてその

内容が充実していたことによる。
本稿は，２において同村における被害状況の概

略を述べ，次に３において災害発生から仮設住宅
建設・入居に至る１５日間を中心に，事項を整理・
再現する。そして４では同村の社会基盤の復旧作
業に重要な役割を果たした「奉仕団」と，それを
本山村がどのように受け入れたのかについて考察
する。なお同村の概要・組織等については補足的
に『本山村誌』９）を用いた。

１．３ 対象地域の概要
表六甲は六甲山地が海に迫り，平地の乏しい地

域である。幕末に神戸港を中心としたわずかな平
坦地の市街地化が進むと，人々は急速に背後の六
甲山南麓の急傾斜地へと進出し，次いで市街地は
長田・須磨といった西神戸，あるいは東神戸では
六甲山地を越えてさらに北へと拡大した。六甲山
地は山林の伐採や傾斜地の乱開発により明治中期
までにはほとんど禿山同然となり，また谷筋の埋
め立てや河川の付け替えなどがこれも無秩序に行
われ，ただでさえ風化・崩壊しやすい花崗岩に
よって覆われた六甲山地は，まとまった降雨によ
り頻繁に山崩れ・がけ崩れを引き起こし，下流の
市街地はたびたび河川災害を被ってきた１０）。

本山村は東神戸地域にあった村で，明治２２
（１８８９）年の市制・町村制公布に伴い，野寄・岡
本・田中・田邊・北畑・小路・中野・森の８村落
を合わせて誕生した（同村は昭和２５（１９５０）年に
神戸市と合併し，御影町・住吉村・魚崎町・本庄
村とともに現在は東灘区となっている）。同村は
明治期までは純農村であったが，大正期に入ると
神戸市の郊外化がはじまり，大正１１（１９２２）年に
は神戸市の都市計画区域に編入されている９）。

１．４「阪神大水害」の概要
「阪神大水害」は昭和１３（１９３８）年７月５日に発

生した。この年阪神地域は梅雨期に十分な降水を
受け，既に地層の含水は飽和状態であった。そこ
へ九州から東海道沖にかけての太平洋沿岸に極め
て発達した梅雨前線が形成され，７月３日にはこ
れが北上して１８時頃より雨足が強まり，４日の夕
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方にはいったん小康状態になったものの，５日の
１時より１３時２３分まで大豪雨となった。これによ
り六甲山地各所で斜面崩壊や土石流が発生し，河
川は増水・氾濫，流木や土砂・岩石を一気に下流
域まで押し流し，市街地全面にわたって家屋の流
出，倒壊，埋没といった被害を引き起こした。

１．５ 本研究の研究史における位置づけ
従来研究において水害あるいは土砂災害が歴史

として扱われてきたのは，まず水害防備林・河川改
修などといった水害防御策の技術史，あるいは過
去に起きた災害について，地域に残された文書な
どから，その物理的被災状況を再現するという文
脈である。こういった議論の多くは理工学を専門
とする研究者によって数多くなされており１１，１２）など，
本稿で取り扱う「阪神大水害」に関する研究もあ
る１３）。また歴史地理学や農業経済学において水防
意識や治山・治水あるいは利水との関係から，水害
に対する地域社会の諸対応について，例えば水防
のためにつくられた地縁的組織や，施設・設備をい
かに管理するか，あるいはそれらを建設・維持する
中で生じた地域の利害対立といった文脈で論じら
れているが，その問題関心はいわば平時における
水害対応に向けられている１４～１６）など。

このように研究史が水害予防を重視した傾向に
ある理由としては，イベントの発生とほぼ同時に
被害が発生する地震災害とは異なり，水害は被害
が徐々に発生し，その地形などからどのような被
害が起こりうるか平時においてある程度想定可能
であり，であるからこそ，治山・治水に関する施
策が古くから数多くなされ，その過程で発生する
問題への関心が大きいということが考えられる。
災害発生直後から始まる地域社会の再生への取

り組みに関する研究蓄積は十分とはいえず１７），緒
に就いたばかりといってよいだろう。本研究はこ
のような研究史の空白を埋めるものである。

２．本山村における被害状況
本山村を流れる主な河川は住吉川，天上川，大

谷川，要玄寺川，宮川，高座川であるが，いずれ
も六甲山地の南斜面を源流とし，傾斜が急でかつ

その流路延長は短く，最大の住吉川でも約９キロ
に過ぎない。住吉川は右岸を住吉村，左岸上･中流
域は本山村，下流域は魚崎町に接し，河川の水量
に比べて土砂の流出量が極めて多いため，その河
床は高く，この地域特有の天井川の傾向を持つ９）。
「阪神大水害」において，同村に最も激甚な被害
を与えたのは住吉川の氾濫であった。７月３日お
よび４日の豪雨によって同川上流部の両岸が崩壊
し，流木とともに巨岩を含む土砂が下流へ流出し
て川底を約２メートル持ち上げ，５日７時頃には
同川に架かった阪神国道の橋の通行が危険なほど
にまで水位が高まった。８時頃には大規模な山崩
れが発生し，阪急線鉄橋の北約１００メートルの地
点で右岸住吉村側の堤防が決壊し，１０時頃にはそ
こよりさらに上流１００メートル付近で左岸本山村
側堤防が決壊した。水は一気に野寄地区を襲い，
泥流は第二小学校付近を経て田中地区へ到達し
た。土砂の堆積は甲南高等女学校付近では約３
メートルにも達した。水は省線（現在のJR神戸
線）・阪神国道を越えて東進し，大谷川・天上川系
の洪水と合流して下流の魚崎町に流れ込み，ここ
でも大きな被害をもたらした。
大谷川流域は暗渠となっていたためそれが塞が

れ，溢れ出た水は岡本地区南部一帯に及び，住吉
川の氾濫水と合流して田中地区に流入した。
天上川流域では岡本八幡谷より水の勢いが増

し，岡本八幡神社を倒壊させ，付近の家屋をのみ
込みながら北畑地区に入り，両岸に氾濫しながら
下って省線・阪神国道間に溢れ，魚崎町へ達した。
要玄寺川流域では北畑妙見谷より伊勢講田の開

墾地を崩壊させ，河道を変えて北畑地区に出て小
路地区を泥土化した。要玄寺川左岸の耕地は水没
し，支流の水と合流して省線・阪神国道へ達した。
宮川流域では稲荷神社前より南下し，駐在所を

破壊し，阪急線を越え，省線のガードを土砂で塞
ぎ，阪神国道付近一帯を水浸しにした。
高座川流域は芦屋川の上流部であるが，その上

流域には非常に崩壊しやすい場所があり，著しい
土砂・岩石の流出を見た。高座橋は破壊され，流
れは一気に下流へ向かい，芦屋川本流と合流して
氾濫し，芦屋市域に激甚な被害を与えた９）（図１）。
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図１ 本山村における被害
本山村役場（１９４０）折込図より転載（地区名は筆者）。
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この災害によって同村では男性６名（内子供１
名）・女性５名（内子供１名）計１１名の死者を出
し，その他重軽傷者は３７６名におよんだ。また住
宅の被害は，全戸数３１０２戸のうち流出５０戸，全壊
２２１戸，半壊４２７戸，床上埋没１１２戸，床下埋没２０８
戸，床 上 浸 水８０戸，床 下 浸 水１１００戸 の 計
２１９８戸，総被害見積額は２，５３３，０００円で，そのう
ち農業被害は，耕地の流失面積約１６万m２，埋没
面積約２０万m２，浸水面積約９万m２，作付被害額
は約５８，５００円，山林被害は約２０万m２，牛馬の被
害は５頭であった。なお同村の各地区における被
害状況は表１の通りである。

３．役場・村会および地区の対応
３．１ 災害発生当日
災害発生当日である７月５日の６時に役場吏員

に特別召集がかかり，各地区の出水・被害の状況
調査が行われ，防水対策に追われた。９時２０分に
は大規模な山崩れが発生し，逐に河川の氾濫が始
まったため，村長以下役場吏員全員で各地域に赴
き，消防組・青年団員と共に防水対策をとるとと
もに，更なる被害への警戒にあたった。午後に入
ると住吉川流域の被害が拡大したため，役場関係
者全員で野寄・岡本・田中地区へ出動した。夜に

入ってからは住吉川警戒のために他地区消防組員
の出動要請を行い，野寄へは田邊，岡本へは森，
田中へは中野の各消防組員が加わり，叺の注文・
運搬，土俵の作製・積上などの応急防水工事を行
い，警戒は夜を徹して行われた。
なお役場本部は，村長・助役以下６名より組織

された。また役場吏員の災害救援のための事務分
掌は，１６時に大枠として罹災民係８名，衛生係３
名，庶務係５名と定められたが，実際にはそれら
の枠を超えて災害救援にあたった。
避難者への対応の中心は，負傷者の応急手当，

避難所の準備・炊出し等であった。災害発生当日
の午後になされた各避難所における避難者数の概
数調査によれば，避難所に収容された避難者は約
４１５０人で，第一小学校３００・第二小学校８００・田中
公会堂３００・岡本公会堂２５０・甲南高校３００・野寄公
会堂２００人の各施設計２１５０人のほか，一般民家に
２０００人の避難者がいた。この数字にもとづいて役
場本部が炊出し計画を立て，１７時から役場本部全
員で夕食の炊出しを行った。役場本部は配給を
「一人一回米一合，香物米一斗に五百匁」と決め，
役場・第一小学校・田邊地区の民家等で炊事を行
い各避難所に配給することにしたが，作業に手間
取り，配給が行き渡ったのは２３時頃であった。
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表１ 本山村における各地区の被害状況

橋梁
（箇所）

道路
決壊

（箇所）

住宅被害（戸）人的被害（人）

地区名
決
壊

流
失

全戸
数合計床下

浸水
床上
浸水

床下
埋没

床上
埋没

半壊全壊流失負傷行
方
不
明

死
者

軽重

２３１０５４０４８１５０３１５３３４１４０１３９３４６８４５３野寄
３５１５６６０４００３００２４－６５０１４６４５３－－岡本
１－７６９８６０１９５１８１２２７０２２５６５６６６－－１田中
１２３１７０１０３１００－－－１－２１０－－２田邊
２１２２９４１３２１３０－－－２－－７－－－北畑
－１１１４８１０１１００－１－－－－５－－－小路
１２２１９４１５９１２５－２５－４３２１１－－－中野
２１３３９８２２１２００７７２２５－－１８－－－森
１
２

１
５４３３１０２２１９８１１００８０２０８１１２４２７２２１５０２３０６５６合計

本山村役場（１９４０）p．２１．より作成。５名の行方不明者は後日すべて遺体で発見された。
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３．２ 応急復旧体制の確立と行動
次に，災害発生翌日の７月６日より仮設住宅に

あたる「避難所バラツク（更生園）」に避難者が入
居した７月２０日までを中心とした，本山村におけ
る様々な動きについて見ていこう。

（１）役場本部および村会議員・区長の行動
災害発生の翌日，７月６日の朝８時から役場吏

員で分担して第１回被害調査を行った。そして１３
時から村会議員・区長合同で災害応急対策協議会
が，続いて１５時からは消防部長・青年団支部長合
同の協議会が開催された。災害応急対策協議会で
は，まず前日の豪雨による村内の被害状況の調査
報告および各区における未調査被害状況の聴取が
行われ，次に災害応急対策について，避難民の救
済（炊出し）と防水工事（消防組・青年団員の出
動および叺の供給）について協議された。また区
長には「村に対する事務」として区長会出席と村
が計画した災害対策の遂行が求められ，かつ部落
内での災害応急対策，罹災民救助，炊出し，避難
所斡旋，部落内の復旧土木事業や奉仕団の指揮，
罹災民に対する慰問品・見舞金の分配，出征軍人
家族への特別救助，伝染病予防や衛生指導の徹底
が「部落としての事務」として求められた。
ここで役場本部は災害臨時応急事務分担を表２

のように決定した。各係には被害の大きかった野

寄地区３名，岡本地区５名，田中地区３名の村議
の名前は見られず，比較的被害の軽かった田邊・
北畑・森・中野・小路地区の出身村議で構成され
ている。なお村長は中野地区の出身である９）。
８日には災害応急対策の打合せのため助役

が，９日には災害復旧に関する打合せのため村長
が県庁に出向いた。
９日は２回目の被害調査が行われた。また吏員

の昼間勤務時間を午前７時から午後７時までと定
め，夜勤者を甲４・乙４・丙３名の３班に分けて
勤務すること，村会議員は１０日以降１日１回役場
に登場することが決まった。
１０日には村長・助役・村会議員一同が被災者宅

を見舞った。
１３日には区長会が開催され，住吉川の警戒と応

急対策，応援に来ている消防組の工事分担，炊出
しの打ち切り，人夫の賃金，各区の土砂搬出応急
工事と復旧工事に関する希望（「将来国道ヲ河底へ
下ゲルコト」「阪急住吉川ノ橋ヲ釣橋ニスルコト」
「水道路住吉川ノ橋ハ木橋ニスルコト」「将来出来
ルダケ河幅を広ムルコト」「野村氏邸宅附近ノカー
ブヲ直スコト」）について話し合われた。
１４日には村長が災害復旧対策について協議する

ため県庁に出向いた。
１６日は１０時より村会を開会し，災害復旧に関す

る臨時経費を決議した。１３時から県議事堂で開か

２９６

表２ 災害臨時応急事務分担の構成

役場吏員村議（出身地区）事務内容係名
２名１名（田邊）受給世帯調査

配給係
１名１名（北畑）食事焚出及配給
１名１名（北畑）慰問品の配給
１名１名（田邊）罹災者の慰問
１名１名（森）保健衛生に関する事項

救護係
１名１名（中野）医療救護に関する事項
１名１名（森）罹災民被害調査

調査係
２名１名（田邊）神社寺院その他公共物被害調査
１名１名（北畑）土木応急復旧事項

復旧係
１名１名（小路）公共物建物応急復旧
２名１名（森）金銭出納

庶務係
２名１名（北畑）物品購入その他

本山村役場（１９４０）p．３４．より作成。なお村議の出身地区については本山村誌編纂委員会（１９５３）
pp．２０４－２０６；２１０．を参照した。なお，係の兼務はない。
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れた罹災市町村配給関係事務主任打合会には書記
が参加した。
７月１７日より３１日まで村会議員は４班に分かれ

て活動することになった。ここでようやく，７日
の災害臨時応急事務分担からは外れていた野寄・
岡本・田中地区出身の村議（岡本地区の１名を除
く）が事務分担に加わった。

（２）被災状況の視察・調査，見舞
本山村の被災状況を視察することを目的とし

て，７月７日の関谷兵庫県知事を皮切りに，９日
には前田代議士および山口県会議長一行，１１日に
は住吉川被災地視察のために末次内務大臣，１２日
には兵庫県参事会員が来村した。また１７日には坂
内内務省地方局長・松村計画局長および技術官が
調査のために，１９日には衆議院議員川上丈太郎氏
が災害見舞のために来村した。

皇室関係からは，１０日に大金益次郎侍従が「御
差遣はされ」，また高松宮殿下も視察に訪れた。
その後，８月２６日には兵庫県における「御下賜金
伝達式」が，１０月２５日には同村における「御下賜
金伝達式」が行われている。

（３）衛生面の対応
衛生面の対策として，まず各地区飲料水の消毒

が７月７日より８日間行われることになり，役場
衛生係１名と臨時雇１名が，各区の衛生役員とと
もに全村の１３２５箇所の井戸に「カルキ」を施薬し
た。また１０日には応急共同便所が野寄・田中両地
区に各々１０基設置された。
また水害後の伝染病を予防するため，県衛生課

は医師・技手・看護婦を防疫班として派遣し，警
察官及び各区の衛生警備員とともに村内各地区の
住民６２２９人および各工場の職工４８２人に対して，
１２日から１２日間にわたりチブス予防接種を行っ
た。また村内の４箇所の医療施設でも希望者に対
し随時予防接種が行われた（５２７人に実施）。さら
に１３日には田邊以東の衛生組合部長会が開催さ
れ，被害が甚大な野寄・岡本・田中の各区民に赤
痢予防ワクチンとチブス予防ワクチンを配布する
ことが決まり，１５日に田邊１・北畑２・小路１・

中野２・森３人の衛生組合役員が出動してこの３
地区に配布した。さらに８月１１日から１７日まで各
地区で「臨時清潔法」が実施された。これは床下
を乾燥させ石灰を散布し，床上浸水家屋において
は家屋を十分に乾かし，畳・建具は裏表ともに日
光をよくあてて乾燥させ，台所・流しは清水で洗
い，食器類は熱湯消毒または煮沸，土砂は適当な
場所に搬出し，建物破片は整理，塵芥は適当な場
所で焼却，下水溝渠はよく浚渫し，便所は石灰で
消毒するというものであった。昭和１３年度の伝染
病発生数は５４人（昭和１２年度は６８人）であり，こ
のような施策の徹底によって，この水害に起因す
る伝染病の蔓延は見られなかった。

（４）避難所および避難者への配給
災害発生の翌日（７月６日）に各避難所に収容

された避難者数は約３０００（第一小学校２００・第二小
学校５００・田中公会堂２５０・岡本公会堂２００・甲南高
校２５０・野寄公会堂１００・一般民家１５００）人であっ
た。６日の食事の配給は３食で，小路・北畑地区
へも炊出しを依頼した。
７日からの４日間は，役場本部は本部のスタッ

フおよび第一小学校に避難している人たちの分を
担当し，第二小学校と甲南高校に避難している人
たちへは東部５区（田邊・北畑・小路・中野・森）
の婦人会員に炊出しを依頼した。また岡本・野寄・
田中の避難所以外にいる避難者に対しては各区で
炊出しを行った。
食事の配給数および配給先はその都度役場本部

の配給係が指揮し，「一人一回米一合五勺，香物米
一斗に五百匁」とし「各部落一回三斗」までを握
飯にした。配給時間は朝食７時・昼食１１時・夕食
５時と決められ，器は各区で準備し，米・塩・香
物は役場本部が用意した。１１日になると，第一小
学校の避難者については役場本部が引続き配給す
るが，それ以外は各避難所に釜を設け，白米副食
物の現品を配給することになった。
配給ルートには第一小学校・第二小学校・田中

公会堂・甲南高校（７日からは野寄南配給所がこ
れに加わる）の各施設での共同配給と，野寄高井
宅・岡本公会堂・田中井上宅での地区内自給によ

２９７
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る配給とがあった。表３は主な配給所を介して配
られた握飯数の推移である。甲南高校への避難者
が１１日に第二小学校に移動し，岡本公会堂は９日
まで，田中の井上宅は１２日まで，野寄の高井宅は
１３日までと地区内の自給配給が縮小していき，地
区での炊出しは１５日を最後に打ち切られた。
表４は主な避難所における避難者数の推移であ

る。これから明らかなように，被害を免れた一般
住宅に身を寄せた避難者が圧倒的に多かった。村
の避難施設の中心は第二小学校であり，被害の少

なかった第一小学校は役場本部のスタッフや奉仕
団（後述）のための施設となっていた（表５）。
さて，８日に行われた助役と県社会課との協議

により罹災者避難所としての「バラツク」を建設
することになり，１０日に入札，１２日から材料運
搬，続いて基礎工事等の建築が始まり１９日に竣工
した。同日１６時より開かれた区長会で収容者が決
められ，２０日から入居させることになった。収容
期間は１２０日間で，昭和１４（１９３９）年１月２０日には
全員退去することが決まっていた。「更生園」と名

２９８

表３ 炊き出しによる「握り飯」の配給状況（概数，個）

合計
７
月

日
２０

７
月

日
１９

７
月

日
１８

７
月

日
１７

７
月

日
１６

７
月

日
１５

７
月

日
１４

７
月

日
１３

７
月

日
１２

７
月

日
１１

７
月

日
１０

７
月
９
日

７
月
８
日

７
月
７
日

７
月
６
日

７
月
５
日

１２７０２０２０２０２０３０３０３０５０５０５０１００１００１５０１５０２００２５０第一小学校
役
場
共
同
配
給

４９８０１３０１５０１５０２００２００２５０２５０３００３００３５０３５０３５０４００４００５００７００第二小学校
１０００００００００００００１００１００１５０１５０２５０２５０甲南高校
１５３００００００７０７０８０８０８０１５０１５０１５０２００２５０２５０田中公会堂
１５９００００００１２０１２０１５０１５０１５０２００２００２５０２５０００野寄南配給所
１０３７０１５０１７０１７０２２０２３０４７０４７０５８０５８０６３０９００９００１１００１１５０１２００１４５０計
２０５００００００００２００２００２００２００２００２００２００３５０３００野寄・高井宅地

区
自
給
配
給

８５００００００００００００１００１５０１５０２００２５０岡本・公会堂
１０００００００００００１００１００１００１００１５０１５０１５０１５０田中・井上宅
３９０００００００００２００３００３００３００４００５００５００７００７００計
１４２７０１５０１７０１７０２２０２３０４７０４７０７８０８８０９３０１２００１３００１６００１６５０１９００２１５０総計

本山村役場（１９４０）pp．５２-５３．より作成。

表４ 主な避難所および避難者数の推移（概数，人）

１９３９
年１９３８年

１
月
１
日

９
月
１
日

８
月
１
日

７
月

日
２０

７
月

日
１９

７
月

日
１８

７
月

日
１７

７
月

日
１６

７
月

日
１５

７
月

日
１４

７
月

日
１３

７
月

日
１２

７
月

日
１１

７
月

日
１０

７
月
９
日

７
月
８
日

７
月
７
日

７
月
６
日

７
月
５
日

００００２０２０２０３０３０３０５０５０５０１００１００１５０１５０２００３００第一小学校

避
難
所

００３５００１５０１５０２００２００２５０２５０３００３００３５０３００３５０４００４００５００８００第二小学校
００１００００００００００００１００１００１５０１５０２５０３００甲南高校
００１５００５０６０６０７０７０８０８０１００１００１５０１５０１５０２００２５０３００田中公会堂
００１０００３０３０３０４０４０５０５０８０８０１００１００１５０１５０２００２５０岡本公会堂
０２０８０２０３０３０３０４０４０５０５０７０７０８０８０８０１００１００２００野寄公会堂
０１００４００２００３００３００５００５００６００７００７００８００８００１０００１２００１３００１４００１５００２０００一般住宅
３７２０７０１９８０００００００００００００００仮設住宅
３７３２７１１８０４１８５８０５９０８４０８８０１０３０１１６０１２３０１４００１４５０１８３０２０８０２３８０２５５０３０００４１５０総計
０２０７８０２０２８０２９０３４０３８０４３０４６０５３０６００６５０８３０８８０１０８０１１５０１５００２１５０計

本山村役場（１９４０）pp．５０-５１．より作成。
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付けられたバラツクは４棟４０戸からなり，共同炊
事場４ヶ所，各室電気設備，共同便所２箇所，井
戸１箇所が設置された。各戸には上敷６，飯台
１，コンロ１，鍋１，茶碗５，箸５，杓子１，バ
ケツ１，杓１，箒１，タワシ１が配給され，炊出
しは全て打ち切られた。４７世帯１９８名が収容され
たが希望者が多く，「少家族は二世帯一戸に収容し
尚共同炊事場の一部に設床四戸を増設」して入居
させなければならなかった。

（５）復旧作業
広域的には，災害発生直後より不通となってい

た省線が７月９日に京都・明石間が全面開通し，
１２日には国道の住吉川橋の上に新しい橋が架せら
れるなど交通インフラの復旧が進んだ。また７日
から１１日まで高槻工兵隊百数十名が来援し，住吉
川の巨岩爆破および住吉川本流の切り替え工事を
行った。村内の復旧工事も着々と進められ，村内
各地区では区長の指揮の下，人夫を雇うなどして
土砂搬出の応急工事が行われていた。
１４日には第二小学校に開かれた学務委員会にお

いて第二小学校の災害復旧工事について協議さ
れ，１８日には土木委員会が開催された。土木委員
会は，土砂を取除く箇所の優先順位を決め，工事

の執行方法を「工事請負ハ緊急ヲ要スルニ付知事
ノ認可ヲ受ケ随意契約ノ方法ニ拠ルコト（下線筆
者）」とした。随意契約請負人には除却土石を被災
地の外に搬出し，工事の着手の指令を出す前に承
認を受けることが命じられた。工事の監督は土木
委員が隔日交代で当たるほか，臨時事務員を雇い
入れた。土木委員会はこの後，翌年の５月２０日の
第１８回まで開催されたが，第１３回（１１月１４日）の
時点においても，土砂採取の一層促進について協
議されており，土砂被害の大きさが伺われる。

３．３ 被災地への支援活動
次に罹災者への援助や，村内のインフラ等社会

基盤の復旧に対してどのような支援がなされたの
かについて整理する。

（１）罹災者への援助物資・見舞金
兵庫県庁からの慰問品は７月６日に地方課より

「タオルほか十種千五百点」，また６日・８日・９
日の３回にわたって社会課より「蒲団，浴衣ほか
十三種にわたり日用必需品三千余点」が届けられ
た。１０日には大阪毎日新聞社と大阪朝日新聞社よ
り，１２日には神戸新聞社より水害見舞品が，１３日
には愛国婦人会兵庫支部より見舞品が届けられ

２９９

表５ 炊事場別の炊出し状況

所要白米
（kg）

配給のべ人数
（人）日数（日）期間配給対象炊事人炊事場地区

１３８０２０５０９７/５-１３

避難者

地区内奉仕高井宅
野寄地区

４６５６９０５７/１１-１５避難者交代南配給所
５７０８５０５７/５-９地区内奉仕公会堂

岡本地区
１７４０２５８０１０７/１１-２０避難者交代第二小学校
６７５１０００８７/５-１２地区内奉仕井上宅

田中地区
２５５３８０５７/１１-１５避難者交代公会堂

２４００３５５０

４

７/７-１０婦人会各区長宅、他

田邊地区
４北畑地区
４小路地区
４中野地区
４森地区

２７７５４１２０３７
７/５-８/１０

避難者
雇人・小使・
奉仕

役場および
第一小学校本部 ２０２５３０００３７役場本部員および出勤人

２２２０３３００４８７/６-８/２２奉仕団体
１４５０５２１５２０１８４７/５-８/２２合計

本山村役場（１９４０）p．５４．より作成。日数の合計は延べ日数。



加藤：昭和１３年「阪神大水害」における旧本山村（現神戸市東灘区）の災害対応と復旧支援

た。兵庫県下の婦人会や女子青年団からは古着や
草履などが贈られたが，それらは「古着ながら洗
濯，仕立直し消毒等婦人として細心の注意の下，
まめやかに再生されたる品々」であった。
見舞金については，まず災害直後より兵庫県・

神戸市および神戸商工会議所関係当局において広
く義捐金を募集したものを，各関係者協議の上，
各警察署経由で罹災市町村に配分することになっ
た。本山村では７月１７日にあらかじめ見舞金分配
のため罹災者各戸の被災状況を調査したのち，７
月２７日付け芦屋警察署長からの「水害罹災者弔慰
並に見舞金交付に関する被害調査」の照会に対
し，７月３０日付けで「１死者六名，２行方不明五
名，３重傷六名，４流失家屋五三戸，５全壊家屋
二一五戸，６半壊家屋四九五戸」と報告している。
結果同村への配分額は１６，３３５円であった。
義捐金には上記のほか３．２（２）で述べた御下賜

金，大阪朝日新聞見舞金，県指定農家見舞金，県
指定神社見舞金，県交付義捐金およびその追加
分，罹災救助下渡金，村取扱義捐金，さらに出征
軍人家族へは神戸連隊区司令部および大日本国防
婦人会関西本部より「出征応召軍人遺族罹災者５８
名」への見舞金があり合計１２８，０２５．６６円であった。

（２）罹災者への医療援助
本山村内の医療施設も被災したため，医療活動

は第二小学校・野寄高井宅・田中公会堂・野寄南
配給所・岡本公会堂の５箇所に設置された応急救
護医療所において行われた。９日から１８日までの
１０日間にわたって第二小学校と高井宅を担当した
のは県立西宮懐仁病院救護班で，第二小学校での
診察患者１８７人・内外傷患者１１４人・施薬患者６５人，
高井宅での診察患者１７５人・内外傷患者１１２人・施
薬患者５８人であった。７日から１１日の５日間にわ
たって田中公会堂を担当したのは朝日新聞社救護
班で，診察患者１２５人・内外傷患者８５人・施薬患者
３９人であった。同じく７日から１１日の５日間にわ
たって野寄南配給所を担当したのは毎日新聞社救
護班で，診察患者１２１人・内外傷患者７５人・施薬患
者４５人であった。１２日から１６日の５日間にわたっ
て田中公会堂と野寄南配給所を担当したのは赤十

字社兵庫支部救護班で，診察患者１８８人・内外傷患
者１１５人・施薬患者７１人であった。岡本公会堂を担
当したのは簡易保険局救護班で，期間は９日から
１５日までの７日間，診察患者１７６人・内外傷患者
１２０人・施薬患者５３人であった。

（３）復旧作業への勤労奉仕
阪神大水害による被害の状況が新聞によって報

じられると，各方面の同情が一気に高まり，勤労
奉仕を行う人々が現れた。期間は４８日間にわたり，
５７団体，のべ１１３６０人であった。図２は同村で勤労
奉仕を行った奉仕団の属性別のべ人数である。
まず，本山村の村民による互助的な勤労奉仕が

見られる。村民が自らの居住域における復旧作業
に従事していたことは，記録には見られないが当
然行われていたと見なすべきである。ここでいう
村民の勤労奉仕とは，自らの居住域から離れ，公
に必要とされた場所の復旧へ労働力を提供するこ
とを指している。被災当初の記録には特に記載は
見られないが，８月１０日の区長会での協議事項の
中に「勤労奉仕ノ件」という項が見られ，比較的
被害の少なかった「東部（田邊，北畑，小路，中
野，森）ノ各区各戸ヨリ一人奉仕出動スルコト／
万一奉仕セザルモノハ金二円寄付ノコト」とある。
本山村での勤労奉仕の約８割は村外からの支援

であり，そのうち最大の奉仕団を送り出したのは
学校関係であった。教職員はもとより児童，生
徒，学生，のべ４２４９人が勤労奉仕に汗を流した。
兵庫県学務部（１９３９）１８）によれば，県が統制をとり
動員をかけたのは男子中等学校と女子中等学校で
あったが，これらは神戸市のみに派遣され本山村
のある武庫郡への派遣はなかった。本山村の史料
には中等学校生の参加が記録されているが，これ
は各学校が自発的に実施したものと考えられる。
また，小学校教員および児童の勤労奉仕について
は，概ね教員が自発的に奉仕団体を組織し，被災
地当局と打ち合わせて実施したもので，児童につ
いては教師の監督の下，主に高学年に行わせ，危
険な場所を避けつつ，毎日約２時間から３時間程
度，適当に交代しながら「無理ナキ実施」に努めた。
次に多かったのは青年団による勤労奉仕であ
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る。７月６日に県社会教育課に「兵庫県連合青年
団興国勤労隊動員本部」が設置され，県下の全青
年団に動員指令が出された。さらに７月１６日には
上部組織である大日本連合青年団の勤労奉仕隊出
動計画が協議され，本山村には「鳥取県連合青年
団員」３３５名が派遣された。このような動員指令
によって青年団員が派遣されたのは全国的にもこ
の災害が初めてであり（それまでは各々の青年団
の任意救援であった），前例がないことから現地
の混乱を招くおそれがあるということで，青年団
に関しては県社会教育課が統制することになっ
た。また，県下全域の青年団に指令が発せられた
ことにより，本山村各地区のうち被害が比較的小
さかった東部（田邊，北畑，小路，中野，森）の
青年団も同様に動員された。
このほか本山村において勤労奉仕を行った者

は，消防組，職域，在郷軍人会，政治団体などに
属する人々であった。それらに加えて「半島人」

マ マ

による奉仕団も記録されている。この災害では阪
神地域に居住する多くの外国人が被災したが，在
日朝鮮人は朝鮮半島が植民地化されたことにより
「日本人」としてあつかわれたために，統計的には
在留外国人に含まれず，被害の実態は分からな
い。しかしながら彼らの存在は『本山村水禍録』

の中に「半島人の団体奉仕」として本文中に書き
留められ，奉仕団体のリスト中には「本山村半島
人奉仕団」という同村在住の在日朝鮮人奉仕団の
べ６０人の活動をはじめとして，「内鮮融和会員」の
べ１２６人，「鳴尾村半島人奉仕団」のべ１３人，「良元
村半島人奉仕団」のべ１２８人，「朝鮮基督青木教会」
のべ１１人という数字が記されている。

４．考察－「奉仕団」を中心に－
本山村の復旧過程において，最も速やかな措置

が必要となったのは，道路や市街地，学校などの
公共施設に堆積したおびただしい土砂や流木の撤
去作業であった。当時は土木工事ひとつするにし
ても現代のような進んだ重機もなく，土砂搬出用
のトラックがなんとか利用できるような状態であ
り，復旧作業は人の手にすべてかかっていた。こ
うした復旧作業の担い手として期待されたのが先
に述べた「奉仕団」であった。このような多数の
人々を勤労奉仕に動員することがなぜ可能だった
のだろう。また，勤労奉仕を受ける側となった本
山村はそれをどのように受け止めたのだろうか。

（１）「奉仕団」動員の背景
本山村での勤労奉仕活動は，３名の個人参加者
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図２ 奉仕団の属性別のべ人数（期間：７月６日～８月２２日，４８日間）
本山村役場（１９４０）pp．７４-７９より作成。
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を除けば，基本的に何らかのグループ・団体であ
る「奉仕団」に属する人々によって行われた。
例えば，先に挙げた本山村の村民による互助的

な奉仕団の主体となっていた区は所謂部落会・町
内会に相当する地縁団体であり，全戸加入が義務
づけられていた。区の名によってなされる動員に
対して，個人（あるいは世帯）がこの出動を拒否
しかつ奉仕の代償たる寄付を拒否することは難し
く，どちらかを選ばなければならないという二者
択一の強制力が伴うものであったと考えられる。
また，村外の部落会・町内会が奉仕団を派遣し

た例も見られる。この場合上記のような二者択一
の強制力が働いたのか，あるいは単に有志による
ものであったのかは不明であるが，団体名として
その部落会・町内会の名を冠していることから，
奉仕団の派遣についての決定はその部落会・町内
会の総意によってなされ，誰を派遣するのかにつ
いてもその意志が反映されたと考えられる。
部落会・町内会は後に１９４０年９月の「部落会町

内会等整備要領」の通達により行政の末端組織と
して戦時体制に組み込まれるに至る。災害が発生
した１９３８年当時の部落会・町内会は，まだ公式に
は体制の一翼を担うに至っていないとはいえ，
１９３７年７月の日中戦争開戦・近衛内閣の挙国一致
表明から１周年，４月には国民総動員法が公布さ
れるという流れの中で，より強固な銃後組織へと
変化しつつあった。こうした時代背景により強化
された地域の組織力が災害復旧における勤労奉仕
の動員にも非常に有効に働いたと考えられる。
また，多くの奉仕者を派遣した青年団は，平時

の奉仕訓練の延長として「興国精神ニ本ヅク水害
救済復興」のために動員された。
青年団の前身である青年会は，当初は市町村の

ような行政組織ではなく，部落の地縁組織の一つ
であり，若者の風紀の乱れを正し，精神修養と心
身鍛練を行う場として明治期より展開してきた。
やがて日露戦争時の青年会による銃後活動の盛り
上がりが軍部の目にとまり，次第に行政からの指
導が強まる中，青年会の町村単位での統合が進ん
だ。この動きは全国的な郡市連合青年団の結成へ
と向かい，大正１３年には中央機関として大日本連

合青年団が成立，中央集権的な組織体制ができあ
がった。これ以後，青年団は国民強化の中核組織
として位置づけられ，精神修養・心身鍛練のみな
らず軍事訓練も含んだ銃後活動が強化され，総力
戦体制に飲み込まれていったのである。
阪神大水害において本山村にはのべ３８０８人の青

年団員が勤労奉仕を行った。この中には行政の統
制を受けた組織的な動員によらず，各青年団の自
発的奉仕活動も含まれてはいる。しかしながら，
それだけではこれほど大規模な人員を被災地に派
遣することはできなかったであろう。青年団の被
災地への大規模動員は，青年団が先に述べた強力
な組織体制の中に織り込まれ，軍隊式の指揮命令
系統が確立しており，行政が強い指導を行い得る
対象であったこと，そして，そもそも青年団の末
端組織（構成員が所属している組織）が地縁的な
ものであり，先の町内会・部落会同様に地域にお
ける社会関係の圧力を受けざるを得ず，動員効率
が非常に高かったことによって初めて可能となっ
たのである。これもまた出征兵士の後顧の憂いを
絶ち，銃後を守ることを使命として課せられた青
年の組織化という，一つの時代の副産物であった
と考えられる。

（２）復旧作業の配分－地元利益への配慮－
以上のような勤労奉仕のために来村した人々に

対して本山村はどのように向き合ったのだろう
か。
まず『本山村水禍録』には奉仕団の作業場に関

して以下のような記載がある。

村においては奉仕団体の応援による作業を大体

次の如く協定せり

１本山第二小学校の土砂取除工事

２住吉側応急仮堤防の工事

３天上川筋の土砂取除工事

４野寄大日女尊神社及同公会堂の土砂取除

５田中三王神社，岡本寶積寺の復旧工事等を主

として奉仕を願ふことに定めたり

（下線は筆者）
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この「協定」にはどのような意味があるのだろ
うか。道路・河川に関する復旧工事は，先に述べ
たように村の災害復旧予算として計上された中か
らその費用が支出され，随意契約により業者に工
事が発注されている。奉仕団の労働力は，このよ
うな業者およびそこに雇われた人夫たちにとって
仕事の場を脅かしかねない存在であった。村当局
としても災害によって働く場を失った人々に雇用
の機会を与える必要があったと考えられ，こうし
た奉仕団の来訪は嬉しいながらも悩ましい事態で
あったと思われる。このように考える根拠として
は，図３に端的に現れているように，勤労奉仕に
訪れた人たちの約７割が第二小学校を作業場とし
て，集中的に割り当てられていることがあげられ
る。勤労奉仕者をどの作業場に配置するかについ
ては，県は関与せず，各被災地当局の裁量に任さ
れていたから１８），これは本山村当局の意図的な配
置であったと考えられる。つまり本山村において
は，村内各地に堆積したおびただしい土砂の搬出
現場に奉仕団が派遣されることはなかったのであ
る。

このように村当局は，奉仕団の作業場をコント
ロールすることにより，道路や河川の工事は原則
的に業者の受持として守り，地元の利益と競合し

ないよう配慮をしたと考えられるのである。

（３）「接待」－「奉仕団」への奉仕－
「奉仕団」全体の４分の３は近郷の住民で日帰り
による参加であった。人々はそれぞれに作業用具
を持参し，手弁当でやってきた。弁当持参で通う
ことのできない遠方からの奉仕団に対し，村は
「接待」として第一小学校の講堂・裁縫室・教室等
を宿舎として提供し，「蒲団は一時借入，枕，下駄
等を準備」した。村は奉仕団への食事提供も行い，
少人数の場合は第一小学校で炊出しを行い，２００
名を超える大人数の場合は甲南高校食堂部に賄い
を依頼した。
この「接待」について考えてみたい。確かに彼

らの「毎日甚大なる被害の跡をしかも三伏の酷熱
期，全身に汗しての精神的の奉仕振り」は「罹災
者は元より村民一同感謝の涙無き能はざる所」で
あったかもしれない。しかしながら，その奉仕団
の活動を「接待」というかたちで支援したのは，
奉仕を受けた側の被災者であった。
これに関しても村当局の困惑が窺われる記述が

見られる。例えば，７月９日に本山村ほか近隣の
魚崎町・本庄町・住吉村の村長が集まって災害応
急復旧に関する対策についての緊急協議会を開催
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図３ 奉仕団の作業場別のべ人数（期間：７月６日～８月２２日，４８日間）
本山村役場（１９４０）pp．７４-７９より作成。



加藤：昭和１３年「阪神大水害」における旧本山村（現神戸市東灘区）の災害対応と復旧支援

しているが，その協定事項の筆頭に「応援団に対
しての接待方法協定」が掲げられている。具体的
にどのような内容であったのかは不明であるが，
これら近隣４町村が，提供する「接待」の質を競
い合い華美に走ることなく，かつ不公平がないよ
う協定が結ばれたと考えられる。
こうした「接待」の現場において，食事の炊出し

やお茶の世話など，直接的に奉仕団に奉仕する役
目を担ったのは，同村の地区婦人会や女子青年団
といった被災地の女性たちであった。これは村民
による勤労奉仕の彼女たちへの割り当てと考えれ
ば，奉仕団に対し家事労働を提供することで間接
的に村の災害復旧に寄与していることにはなる。
しかしながら，選択肢として，米・水・炊飯設備な
どを村当局が提供し，奉仕団の中に炊出し部隊を
編成し自炊するよう要請することも不可能ではな
かったはずである。またこうした奉仕が女性の仕
事として位置づけられていたとしても，村外の女
性による奉仕団も来訪しており，そうした女性た
ちに受け持ってもらうこともできたであろう。
被災地の人々が，自分たちを応援するために訪

れた人々に感謝の意を込めて，できる限りの返礼
をするという行為自体は自然なものであるが，被
災地住民の社会基盤が著しく損なわれた本災害の
ような場合においてさえ，被災地の人々が「接待」
という社会的儀礼を優先させ得たという点は非常
に興味深い。

おわりに
昨今，１９９５年の「阪神・淡路大震災」を契機と

して，地域住民の連帯による防災活動の必要性が
叫ばれ，各自治体は災害対策基本法に基づく「自
主防災組織」の育成に取り組んでいる。こうした
地域住民による任意の防災組織は，従来からある
町内会や自治会を母体として組織されることが多
いが，肝心の地域においては，住民の流動化が進
み，地域組織は空洞化しており，地縁に基礎を置
く町内会や自治会のあり方そのものが問われてい
る。住民の間で「自主防災組織」の必要性は理解
されていても，実際に組織を立ち上げ営み管理す
ることは，地盤となるものが崩れてしまっている

今，その難しさは戦前の比ではない。
『本山村水禍録』に描かれた昭和１３年当時の本山
村は，神戸市という大都市圏に取り込まれつつ
あったものの，地縁に基づく地域組織の結束力は
現在と比べて明らかに強かった。加えて当時の時
勢がそれをさらに強化しようとしていた。『本山村
水禍録』の扉には「復興気分旺溢なる本山村役場」
というタイトルのついた一葉の写真があり，そこ
には「未曽有大水害 復興に現はせ銃後の力」と
書かれた垂れ幕が写っている。銃後が効率的に機
能するように作られた戦争のための社会統制の仕
組みが，災害という「有事」においても，図らず
も非常に機能的に働いたのである。この事実をど
のように受け止めればよいのであろうか。
もちろん私はここで単純に，戦時体制に準じた

社会組織を作れば現代においてもより機能的な防
災組織ができるだろう，というような楽観的な，
懐古主義的なことを言うつもりはない。そうでは
なくて，現代社会にふさわしい防災組織をつくり
あげていこうという場面において，過去のシステ
ムが持っていた長所短所―これらの社会組織が災
害時に有効に機能し得たのは，平時において日常
的に集団行動に適応するための訓練（身体的にも
精神的にも）を受けていたことによるものが大き
いし，地域の結束力が強かったのは，裏を返せば
住民が互いに「隣が何をしているか」を常に知っ
ている関係を保っていたということで，それは当
時の人々が生活していく上で必要なシステムでは
あったけれども，非常に窮屈で不自由で，わずら
わしいものだったのも事実である。そして戦後の
日本社会は，その不自由さからの解放という強い
ベクトルのもとで，旧いものを捨て去ってきたの
だということを忘れてはならない―を学び，長所
を現代的に復活させる方策について議論するのは
無駄ではないと考えるのである。
本稿で取り上げ得た内容は一部に過ぎず，多く

の問題は資料と紙幅の制限から議論することがで
きなかった。他の複数の「災害誌」を分析する作
業にも順次取り組まなければならない。また奉仕
団については特に重要な論点と考えるので，他史
料と合わせて更に詳細な分析を進め，現代の災害
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ボランティアとの相違についても議論する必要が
あろう。これらは稿を改めて検討したい。
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